
2017年度 第22回 知財コンサルティングセンター（PCIP）会員セミナー

【テーマ】 「ＩｏＴと知的財産」

【講 師】 IPNJ国際特許事務所 所長 弁理士 乾 利之 氏 技術経営修士（ＭＯＴ）

【開催日時】 2017年6月20日（火） 18:30～20:00 

【場 所】 （公社）日本技術士会C,D会議室（葺手第２ビル５階）

【講演概要】

ＩｏＴ（Internet of Things、モノのインターネット）は、人工知能やビックデータと共に、第４次産業革命における最
重要の技術分野として、技術や事業の面だけでなく、知的財産の面でも最も注目されている分野であるとの紹介
が行われた。

そして、ＩｏＴは、ＩＴ分野のみならず、製造業を含む多くの事業分野に関係し、ＩＴに不慣れなメーカー等も必然的
に対応せざるを得ない状況にあるという説明があった。

また、ＩｏＴ分野では、事業内容と技術内容とが非常に近いため、技術内容を保護する知的財産は事業の保護
に直結しており、ＩｏＴについて、人工知能およびビックデータとの関係や知的財産を視点とした課題・問題点等に
ついて、IoTに関する特許権の侵害の事例や、IoTに関する特許出願の際に留意すべき事項について、審査基準
等を交えた具体的な説明をいただいた。



PCIP会員１３名、技術士会会員５名、一般９名、計２７名の参加がありました。

【セミナー風景】

【所感】
講義後に３０分間にわたり大変活発な議論が講師、参加者間で行われた。IoTの理解と権利化に

おける留意事項、侵害を回避するための手法など、IoTに関わる課題・問題点を具体的に説明いただ
き、IoTの知財活動のための貴重な指針となった。

以上、知財コンサルティングセンター 副会長 酒寄



ＩｏＴと知的財産

ＩＰＮＪ国際特許事務所 弁理士 乾 利之



本日の流れ

ＩｏＴとは
ＩｏＴと知的財産

・ＩｏＴの進行に関する調査（確認）
・課題、問題意識、検討方法
・ＩＴ関連発明の保護における課題の抽出
・ＩｏＴ関連発明の権利化における課題点
および対応案の整理

・メーカー率（プレーヤーについての調査）

まとめ
関連事項



最初に少し整理

 ＩＴ：「Information Technology」
・情報技術、情報を活用する技術全般、「人」

 ＩＣＴ：「Information Communication Technology」
・情報通信技術、実際はＩＴと同じ意味、「人」

 ＩｏＴ：「Internet of Things」
・モノのインターネット、色々なモノがインター

ネットにつながる、「モノ」
 ＩｏＥ：「Internet of Everything」

・全てのインターネット、あらゆるものがインター
ネットにつながる、「モノ・人・場所・情報システム」



ＩｏＴとは：第４次産業革命

ＩｏＴ関連技術の審査基準について 特許庁



ＩｏＴとは：背景

Cisco社が提唱するIoT/IoEとインターネットにつながるモノの数

 近年、様々な「モノ（例えば、センサーを有するスマートデバイス）」がイン
ターネットに接続されるＩｏＴ（Internet of Things）化が急速に進行している。

 例えば、このインターネットにつながる「モノ」の数は、２０００年には２億個
であったが、２０１３年には１００億個、２０２０年には５００億個（左図）にな
るとも予測されている（総務省資料では３０４億個（右図））。



ＩｏＴとは：概要

ＩｏＴ関連技術の審査基準について 特許庁



ＩｏＴとは：ＡＩ、ＢＤとの関係

ＩｏＴ関連技術の審査基準について 特許庁

ＡＩ

ＩｏＴ

ビックデータ

センサー
デバイス



ＩｏＴとは：業種ごとの事例

総務省 情報通信白書平成２８年版



ＩｏＴとは：産業向け事例

総務省 情報通信白書平成２７年版



ＩｏＴとは：社会インフラ向け事例

総務省 情報通信白書平成２７年版



ＩｏＴとは：個人向け事例

総務省 情報通信白書平成２７年版



ＩｏＴとは：高付加価値事例

総務省 情報通信白書平成２８年版



ＩｏＴとは：新規事業創出例

総務省 情報通信白書平成２８年版



ＩｏＴとは：具体事例
～電気炊飯器の動作～

ＩｏＴ関連技術の審査基準について 特許庁



ＩｏＴとは：具体事例
～無人走行車の配車システム～

ＩｏＴ関連技術の審査基準について 特許庁



ＩｏＴとは：具体事例
～健康管理システム～

ＩｏＴ関連技術の審査基準について 特許庁



ＩｏＴとは：具体事例
～ドローン見守りシステム～

ＩｏＴ関連技術の審査基準について 特許庁



ＩｏＴとは：具体事例
～サプライチェーン管理方法～

ＩｏＴ関連技術の審査基準について 特許庁



ＩｏＴとは：具体事例
～建設機器保守～

ＩｏＴ関連技術の審査基準について 特許庁



ＩｏＴとは：具体事例
～リンゴ糖度データ予測～

ＩｏＴ関連技術の審査基準について 特許庁



ＩｏＴとは：具体事例
～工場：品質向上～

平成２８年度ＩｏＴ推進のための社会システム推進事業



ＩｏＴとは：影響

総務省 情報通信白書平成２７年版、 Verizonレポート

米VerizonのM2M接続数の増加率（2014年/2013年）



ＩｏＴとは：影響
 ＩｏＴ分野には、ＩＴ企業だけでなく様々な分野のメーカーが参入（集中！）す

ると予測されている。

みずほ情報総研, ＩｏＴの現状と展望-ＩｏＴと人工知能に関する調査を踏まえて-

サービスプラットフォームに
集中！



ＩｏＴと知的財産：ＩｏＴの進行に関する調査

 技術分野の設定

 特許行政年次報告書（日本における分野別公開数統計表）を参考に、複
数の分野を設定した。

 電気装置、光学機器、医療機器、運輸、計測、制御、熱処理機構、土木
技術、環境化学、ハンドリング機械を調査対象として設定した。

 電気通信、デジタル通信およびビジネス方法を統合してＩＴ分野（上記各
分野のＩＴ特許件数を検索するために設定）

 調査・分析
 ２００６年～２０１５年までの１０年間における各年ごとの公開件数を調査
 検索条件：ＩＰＣ検索：各分野におけるＩＰＣは上述の特許庁行政年次報告

における（付表）分野別対応ＩＰＣ表を参考に設定
 調査内容

・各分野ごとの件数
・各分野におけるＩＴ系の件数（ＩＴ分野×各分野）
・各分野における筆頭ＩＰＣがＩＴ系の件数（第１のＩＰＣ=ＩＴ分野×第２以降

のＩＰＣ＝他の分野）等（ＩｏＴ分野と推認）
⇒今後はＩｏＴに付与されたＩＰＣを利用！



ＩＰＣ（国際特許分類）

特許文献の技術内容による分類
・特許出願ごとに１又は複数付与
⇒発明の技術分野がわかる

・複数のＩＰＣが付与される
・第１のＩＰＣ（筆頭）⇒最も適した技術内容
・第２のＩＰＣ⇒関連技術内容

複数のＩＰＣに各技術分野のＩＰＣが含まれていれば、
各技術分野（例えば、医療機器、運輸等）

各技術分野×ＩＴ系のＩＰＣ⇒各分野ごとのＩＴ系

筆頭ＩＰＣがＩＴ系⇒ＩｏＴ系（医療機器、運輸分野で筆頭
がＩＴ系ということはＩｏＴ系）



・「各分野におけるＩＴ系の割合」は横ばいである。また、「各分野のＩＴ系にし める
筆頭ＩＰＣがＩＴ系（ＩｏＴ特許出願）」の割合は全体的に上昇傾向であり、 特にこれ
までＩＴ系の中心ではなかった分野において上昇傾向にある。
・上述より、特に「各分野のＩＴ系にしめる筆頭ＩＰＣがＩＴ系」割合の傾向から、
分野ごとの進行ステータスは異なるがＩｏＴ化は全体的に進行していると考え
られる。

ＩｏＴと知的財産：ＩｏＴの進行に関する調査
２００６～２０１５年の推移傾向

／各分野件数

各分野の筆頭ＩＰＣがＩＴ系
／各分野のＩＴ件数

電気装
置

光学機
器

医療機
器

運輸 計測 制御
熱処理

機構
土木技
術

環境化
学

ﾊﾝﾄ゙ﾘﾝｸ゙

機械

全体件数にしめる

各分野ごと
の割合

（傾向）

全体件数にしめる

各分野ごとのＩ
Ｔ系の割合

（傾向）

各分野ごとのＩＴ系
の割合

各分野のＩＴ件数

（数値） 低 中高 低 低 低 高 低 低 低 低

（傾向）

各分野のＩＴ系にしめる

筆頭ＩＰＣがＩＴ系
の割合

（ＩＴ系シフト度合）

（数
値

） 高 中高 中高 中高 中高 中高 中高中高 中高 中高

（傾向）



ＩｏＴと知的財産：課題
 ＩｏＴ時代においては、メーカーは「物」の供給だけではなく「サービ

ス」の提供を同時に行う事業形態に変化することが予想される。

 ＩＴ分野では後発となるメーカーは、 ＩＴ関連発明特有の問題点に対
応しつつ、ＩｏＴ化において生じる課題にも対応した態様で権利化を
目指す必要がある。

メーカー

「物」
製造販売

「サービス」
（実施）

ＩｏＴ発明の権利化

ＩＴ発明特有の問題点
＋

ＩｏＴ化で生じる課題

「物」
製造販売

ＩＴ分野では後発



ＩｏＴと知的財産：問題意識
 ＩｏＴは非常に重要な分野である。人工知能、ビックデータとと

もに（組み合わせ）最重要分野の一つ。
 ＩＴ企業だけでなく、複数分野のメーカもプレイヤーとして参入。

⇒ＩＴ発明の出願等にＩＴ企業ほどは精通していない企業が多い
（多く参入する）のではないか(多くはＩＴ分野においては後発)。
⇒ＩＴ発明においては権利保護（権利化）において色々と課題が
ある（後ほど整理） ＋ 更にはＩｏＴ発明においても独自の課題
があるのではないか

せっかく素晴らしいＩｏＴ発明をしても十分に役立つ態様で権利
化できないケースが多くなる可能性がある

⇒ビジネス機会の損失、成長戦略に悪影響

状況整理・対応の一案を提示



ＩｏＴと知的財産：検討手法
１．ＩＴ関連発明の保護における課題の抽出

（１）権利行使面での課題：権利解釈ルールおよび判例を参照して抽出する。
（２）権利化面での課題：①上述の権利行使面での課題に対応する課題およ
び②２００６年前後に生じたブロードバンド化によるクラウドの急速な普及と
スマートフォンの急速な普及とが同時並行的に進行した状況で生じた課題
（特殊事情）を中心に検討する。

２．ＩｏＴの進行に関する調査（済）
（１）電気装置、光学機器、医療機器、運輸、計測、制御、熱処理機構、土木
技術、環境化学、ハンドリング機械の各分野を調査対象

（２）２００６年～２０１５年までの１０年間における、各分野における筆頭ＩＰＣ
がＩＴ系の件数（第１のＩＰＣ=ＩＴ分野×第２以降のＩＰＣ＝他の分野）⇒ＩｏＴ発明
の割合の推移（ＩｏＴ化が進行しているかの確認）

３．ＩｏＴ関連発明の権利化において留意すべき点
 ＩＴ関連発明の権利化における問題点に加え、ＩｏＴ関連発明の権利化に

おける新規な問題点を抽出し、対応策を検討し、これらを整理した。
 プレーヤについての調査（簡易）



ＩＴ系の特許出願

サーバ

端末システム （動作）方法

（動作させる）プログラム

●システムクレーム
●サーバクレーム
●端末クレーム
●方法クレーム
●プログラムクレーム

国外にも置ける
クレーム数多い

複数主体が実施
サーバ側、端末側

特殊事情



ＩＴ系の特許出願
システム

端末

Ｄ
Ｅ
Ｆ

（動作）方法

（動作させる）プログラム

●システムクレーム
A+B+Cを有するサーバと、
D+E+Fを有する端末と

を備えるシステム
●サーバクレーム

A+B+Cを有するサーバ

●端末クレーム
D+E+Fを有する端末

●方法クレーム
システム、サーバ、端末を動作

させる方法
●プログラムクレーム

システム、サーバ、端末を動作
させるプログラム

サーバ

Ａ
Ｂ
Ｃ

◎どこに、どのような要素があるか、
◎互いにどのように協働するか

が重要



ＩｏＴと知的財産：ＩＴ関連発明の保護における課題の抽出
（１）権利行使面での課題
（２）権利化面での課題①権利行使面での課題に対応する課題

（１）権利行使面での課題

①複数主体が関与する発明⇒直接侵害としての保護が難しいという課題がある。システ
ム発明等においては、構成要件が複数主体により別々に実施され得る。このような場合
には直接侵害が認められにくいという問題がある。

⇒特定の主体がシステムを「支配管理」している場合には特許権の侵害が認められる場
合がある。その他、間接侵害。
②複数の構成物により構成：例えば、サーバと端末とで構成されるシステムにおいて、サ
ーバが国外に配置されている場合においては、直接侵害および間接侵害ともに難

しい と いう課題がある。

（２）権利化面での課題（および対応）
①権利行使面での課題に対応する課題への対応案
 ＩＴ関連発明について直接侵害が認められにくいという課題に対して、次善の策として

共同行為、間接侵害や管理主体等が認められるようなクレームを作成することが重
要になる。

 また、ＩＴ関連発明（システム発明）においては、発明した内容を完全に保護しようとす
ると、他の分野では考えられないほど多くのクレームが必要になる（課題）。そのため、
次善の策として、現実に実施する事業の保護に注力し、自己の事業にとって重要な
部分のクレームを充実させる。例えば、端末メーカーであれば端末クレームを充実さ
せ、システム・サービス提供者であればサーバクレームを充実させる。

実務的な対応 次の独自事情でも問題



ＩＴ系の特許出願

サーバ

端末システム

国外にも置ける

複数主体が実施
サーバ側、端末側

＜直接侵害＞
国内で構成要素すべてを実施

×～△ 一部分の実施
・複数主体での実施
・サーバが国外

⇒ 救済：間接侵害



ＩｏＴと知的財産：ＩＴ関連発明の保護における課題の抽出
（２）権利化面での課題 ②特殊事情により生じた課題

＜生じた課題＞
・構成要素の配置の組み
合わせが増加
⇒更に発明保護に必要な
クレーム数が大幅増！
（十分にカバーできない）

クラウド化とスマートフォン普及が同時進行したことにより生じた問題点

元々多くのクレームが
必要なのに
⇒追い打ち



ＩｏＴと知的財産：ＩＴ関連発明の保護における課題の抽出

 ＩＴ関連発明は、当該発明の保護に必要なクレーム数が非常に多くなる傾向があ
り、特許出願における現実的なクレーム数では発明が十分に保護されない可能
性がある。そもそも多くのクレームが必要であるが、構成要素が移行することで
更に増加。

 他の技術分野においては、上位クレームが最も広く規定されており、原則、カ
バー率は１００である。これに比べ、ＩＴ分野においてはカバー率が低く、発明が十
分に保護されない場合があるという課題が示唆された。

 （事後的に）空権化する恐れもある。

移行可能な構成要素
の数

シミュレーション１（少
な目）

シミュレーション２

必要なクレー
ム数

カバー率（
％）

必要なクレー
ム数

カバー率（
％）

１つの構成要素 58 17.2% 90 11.1%
２つの構成要素 116 8.6% 180 5.6%
３つの構成要素 232 4.3% 360 2.8%

（２）権利化面での課題 ②特殊事情により生じた課題

＜シミュレーション＞カバー率＝クレーム数１０／組み合わせ数

 クレーム数１０（平均的）：システムクレーム１、サーバクレーム０、端末クレーム７、
方法クレーム１、プログラムクレーム１で規定された仮想発明（出願）

 移動可能な構成要素の数が１つ、２つ、３つの場合それぞれについて検討する。

組み合わせ数 １０／組み合わせ数



問題点 次善策

原因 内容 狙い 内容 効果 負担

ＩＴ 複数主体 直接侵害が認められにくい 間接侵害、主体管理

システムクレーム
・不必要な限定しない
・構成要素の配置を
限定し ない（サーバ、端
末に含まれる等の規定
をしない）

△ 小

ＩＴ
複数構成物

（サーバ＋端末）
直接侵害が認められにくい

国内：構成要件充足
国外：国内実施の間接侵害
確保

システムクレーム
・不必要な限定しない
・構成要素の配置を
限定し ない（サーバ、端
末に含まれる等の規定
をしない）

△ 小

ＩＴ
（特殊事情

）

必要クレーム増
大

発明保護不十分な場
合あり空権化する
可能性

現実的・効率面を重視：自
己事業の保護に注力

実施事業を保護する
クレームを充実

△ 小

サーバ・端末間を構成要素が移行
した場合でもシステム全体と
して要 件充足へ（間接侵害
、管理主体）

システムクレーム
・構成要素の配置を
限定し ない（サーバ、端
末に含まれる等の規定
をしない）

△ 小

ＩＴ関連発明の保護における課題の抽出
課題と対応案（次善策）のまとめ

上記課題の完全な解決は困難（次善策）

ＩＴ特許における課題は、ＩｏＴ特許においても引き続き課題になる



ＩＴ関連発明の保護における課題の抽出
課題と対応案（次善策）のまとめ

 システムクレームにおいて、構成要素の配置を限定しない。各構
成要素について、サーバ、端末に含まれる等の規定をしない。

△サーバーは要素ＡおよびＢを含み、端末は構成要素ＣおよびＤを
含む、システム。
○構成要素Ａ、Ｂ、ＣおよびＤを含むシステム。

システム

サーバ：Ａ＋Ｂ 端末：Ｃ＋Ｄ

システム

Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ

 実施事業を保護するクレームを充実（実務的対応）
⇒ＩｏＴ発明においては不十分？

システムクレーム１ 方法クレーム１

端末クレーム７
プログラムクレーム１サーバクレーム０



 ＩＴ関連発明の課題が引き続き存在する

 共通の次善策としては、システムクレームにおいて構成要素の配
置を限定しないクレームの作成があげられる。当該対応は、構成
要素が端末・サーバのいずれに配置されていても、間接侵害、共
同行為や主体管理等になるようにすることを狙いとしている。

ＩｏＴ関連発明の権利化における
課題点および対応案の整理

 ＩｏＴ分野において生じた新たな課題
 ＩｏＴ化によりビジネスモデルが変化し、メーカーが自社または他社

にサービスを提供するようになることが予想される
（例１）自社工場＋関連会社工場での実施⇒外部に提供（広がる）
（例２）物の販売＋システムがセットで提案されることが必須になる
 ＩｏＴ関連発明においては、特にメーカーは、モノの製造販売を保護

するためのモノのクレームだけでなく、サービスの提供事業を保
護するためのサーバクレーム等も充実させる必要がある。

課題点および対応案のまとめ



ＩｏＴ関連発明の権利化における
課題点および対応案（次善策）の整理・まとめ

ＩＴ／ＩｏＴ
問題点 次善策

原 因 内 容 狙い 内 容 効果 負担

ＩＴ／ＩｏＴ 複数主体 直接侵害が認められにくい 間接侵害、主体管理

システムクレーム
・不必要な限定しない

・構成要素の配置を
限定し ない（サーバ、
端末に含ま
れる等の規定をしない
）

△ 小

ＩＴ／ＩｏＴ
複数構成物

（サーバ＋端末）
直接侵害が認められにくい

国内：構成要件充足

国外：国内実施の間接侵害
確保

システムクレーム
・不必要な限定しない

・構成要素の配置を
限定し ない（サーバ、
端末に含ま
れる等の規定をしない
）

△ 小

ＩＴ／ＩｏＴ
（特殊事情

）

必要クレーム増
大

発明保護不十分な場
合あり 空権化する
可能性

現実的・効率面を重視：自
己事業 の保護に注力

実施事業を保護するク
レー ムを充実

△ 小

サーバ・端末間を構成要素が移行
した場合でもシステム全体と
して要 件充足へ（間接侵害
、管理主体）

システムクレーム

・構成要素の配置を
限定し ない（サーバ、端
末に含まれる等の規定

をしない）

△ 小

ＩｏＴ ビジネスモデル
物の製造販売だけでなくサ
ビス の実施 提供も行う

現実的・効率面を重視：自
己事業 の保護に注力

モノの保護クレームとサー
ビスの保護クレームと △ 中

将来実施する可能性が高い



ＩｏＴ関連発明の権利化における
課題点および対応案（次善策）の整理・まとめ

システム

サーバ：Ａ＋Ｂ 端末：Ｃ＋Ｄ

システム

Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ

②実施事業を保護するクレームを充実（実務的対応）

システムクレーム１ 方法クレーム１

端末クレーム７
プログラムクレーム１サーバクレーム０

①システムクレームにおいて、構成要素の配置を限定しない。各構
成要素について、サーバ、端末に含まれる等の規定をしない。

③今後生じ得るサービス（ビジネス）に対応したクレームを充実させる



2007 2008 2009 201
0

2011 2012 2013 201
4

メーカー
率

56.7% 60.0% 56.7% 56.7
%

60.0% 56.7% 53.3% 53.3
%

メーカー率（プレーヤーについての調査）

「日本における分野別公開数統計表（特許庁）」を参照して、電気通
信、デジタル通信およびビジネス方法を統合した ＩＴ分野について、各
年出願件数で上位３０社をＩＴ企業／メーカーに分類し、メーカーの割
合（メーカー率）を算出した（２００７～２０１４年）。

 ＩｏＴが進行しているなか、上位出願企業におけるメーカーの割合
が変化なしor微減ということは、下位に上位企業ほどの件数では
ないがＩｏＴ関連発明を出願するメーカーが多数存在している（また
は今後増える）であろうことが推測される。

 つまり、ＩＴ発明（ＩｏＴ発明）の出願にＩＴ企業ほどは精通していない
であろう企業（メーカー等が多数）がＩｏＴ関連発明の出願

 少数のＩＴ（ＩｏＴ）特許出願＋ＩＴ系については後発⇒多数参入

⇒ 気をつけて欲しいグループが存在！



ＩｏＴと知的財産：立場ごとの対応

ＩＴ企業
（気を付けてほしいグループ含む）

共
同

メーカー

×製品開発しない、製造ノハウ無い
○ＩｏＴシステムを組める
○ＩＴ特許出願に精通

○製品を開発、製造ノウハウがある
×ＩｏＴシステムを組めない
×ＩＴ特許出願に弱い

 多業種企業と共同したい
 ノウハウ利用したい
 蓄積されるＢＤ欲しい
 ＩｏＴ特許出願したい

 ＩｏＴシステムで競争力ＵＰ
 ノウハウは秘匿
蓄積するＢＤを利用したい
 ＩｏＴ特許出願したい

前述の課題
に留意

有利になるように行動
知財活動に加えて
＜＜契約が重要＞＞

中小メーカー
は注意



まとめ
 ＩＴ関連発明の課題として、直接侵害の適用が難しいという課題と、必要なクレーム数

が非常に多いという課題がある。この課題は、ＩｏＴ関連発明においても引き続き存在
する。

 ＩｏＴ分野のプレーヤとして、ＩＴ分野においては後発である（ＩＴ企業ほど精通していな
い）メーカー等が参入していると考えられる（気を付けて欲しいグループ）。

 ＩｏＴ化によりビジネスモデルが変化し、メーカーが自社または他社にサービスを提供す
るようになることが予想される。 ＩｏＴ関連発明においては、特にメーカーは、モノの製
造販売を保護するためのモノのクレームだけでなく、サービスの提供事業を保護する
ためのサーバクレーム等も充実させる必要がある。

 ＩｏＴ関連発明の権利化においては、ＩＴ関連発明における課題に対応する対応策と共
に、ＩｏＴ分野において新たに生じた課題に対応する必要がある。

具体的には、

・構成要素の配置を限定しないシステムクレームの作成や、

・実施事業を保護するクレームを充実させることに加え、

・モノの製造販売を保護するためのモノのクレームだけでなく、サービスの提供事
業を保護するためのサーバクレーム等も充実させる

という視点をもつことが有効であると考える。



関連事項

ＩｏＴ関連技術の審査基準について 特許庁



関連事項

ＩｏＴ関連技術の審査基準について 特許庁



関連事項

ＩｏＴ関連技術の審査基準について 特許庁



関連事項：保護方法

ＩｏＴ：システム等（特許）
ＡＩ・BD (ＢigData)：データ構造、学習済モデル

（特許） ソフトウェア（著作権）、契約

ＢＤ

ＩｏＴ

ＡＩ

システム
データ構造

学習済モデル

著
作
権

不
競
法

契
約

★特許だけでなく、著作権、不正競争防止法にも留意

★データ系は契約も重要



ご清聴ありがとうございました。

ＩｏＴ（ＡＩ，ＢＤ）は、ほぼ全ての分野に深く関
係してくると思います。

積極的に対応して、ビジネスで成功される
ことをご祈念いたします！
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